
検討会のとりまとめへの対応状況等

令和４年１月20日 第11回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会 資料２
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薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会（とりまとめ（今後の検討課題））

 養成（入学定員）
• 将来的に薬剤師が過剰になると予想される状況下では、入学定員数の抑制も含め教育の質の向上に資する、適正な定員規模のあり方や仕組み
などを早急に検討し、対応策を実行すべき。

 薬学教育（カリキュラム、教員、卒業までの対応）
• カリキュラムをさらに充実すべき。（臨床に関する内容、在宅医療への対応のための介護分野の内容、OTCの対応や健康サポート機能への取組によ
り地域住民の健康増進を進めるための内容、感染症や治療薬・ワクチンに係る内容、コミュニケーション能力に係る内容）

• 研究能力を持つ薬剤師の育成も重要であり、国家試験対策中心の学習に偏重することなく、６年間を通じた研究のカリキュラムを維持すべき。
• カリキュラムを踏まえた教育に対応できる教員の養成と質の向上が重要である。最新の臨床現場の理解と研究能力を有することが必要である。
• 入学者の課題や修学状況等の改善に向けた取組を行うべき。（修学状況（進級率、標準修業年限内での国家試験合格率など）等の情報の適
切な公表、薬学教育評価機構による第三者評価結果の効果的な活用、評価結果のわかりやすい公表等）

「薬学人材養成の在り方に関する検討会」（文部科学省）において検討

薬剤師の養成・教育

 薬剤師の業務（調剤業務）
• 現状を維持した業務では医薬分業の意義が十分に発揮できない。また、国民が薬剤師の存在意義を実感できる薬剤師業務の変化が求められる。
• 対人業務の充実と対物業務の効率化のためには、薬剤師しかできない業務に取り組むべきであり、それ以外の業務は機器の導入や薬剤師以外の
者による対応等を更に進めるため、医療安全の確保を前提に見直しを検討することが必要である。

医療安全を確保しつつ調剤業務の効率化・高度化を進める方策について、本検討会で引き続き検討

 薬剤師の資質向上（卒後研修）
• 臨床実践能力の担保のためには、薬学教育での実習・学習に加えて、免許取得直後の臨床での研修が重要であり、卒前（実務実習）・卒後で
一貫した検討が必要である。研修制度の実現に向けて、卒前の実務実習との関係性を含め、研修プログラムや実施体制等について検討すべき。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（令和1～３年度）及び予算事業（令和3年度(及び令和４年度(予定)) ）にお
いて研修プログラムや実施体制等について検討

薬剤師の業務・資質向上

令和3年6月30日公表

• 将来的に薬剤師が過剰になると予想される一方で、薬剤師の従事先には業態の偏在や地域偏在がある。
• 薬剤師の確保を含め、偏在を解消するための方策を検討することが重要であり、地域の実情に応じた効果的な取組を検討すべき。

予算事業（令和3年度(及び令和４年度(予定))）及び厚生労働行政推進調査事業費補助金（令和3～４年度）におい
て地域偏在等に対応するための効果的な方策等を調査・検討、地域医療介護総合確保基金の対象事業の取扱いの整理

薬剤師の確保
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「薬学系人材養成の在り方に関する検討会」（文部科学省）

「薬学部教育の質保証専門小委員会」
（目的・所掌内容）

 薬学部教育の質の確保に向け、薬科大学・薬学部に対して書面調査、ヒアリング調査及び実地調査の
方法を選択的に活用することによりフォローアップ調査を実施するとともに、当該結果を踏まえた課題や対応
案について議論を行う。

「薬学教育モデル・コア・カリキュラム改訂に関する専門研究委員会」
（役割）

① 薬剤師国家試験出題基準の改正や法制度・名称等の変更に対応した、モデル・コア・カリキュラムの改訂
② 学生への教育効果の検証等、モデル・コア・カリキュラムの検証・評価
③ モデル・コア・カリキュラムの改訂に必要な調査研究
④ モデル・コア・カリキュラムの関係機関への周知徹底、各大学の取組状況の検証等、モデル・コア・カリキュラ

ムの活用に必要な事項
⑤ その他モデル・コア・カリキュラムの改訂に必要な事項

「薬学系人材養成の在り方に関する検討会」
（目的）

 平成18年度からの新制度下における薬学系大学の人材養成の在り方に関する専門的事項について
検討を行い、必要に応じて報告をとりまとめる。

（検討事項）
① 薬学教育の質の保証に向けた施策の検討について
② 薬学教育モデル・コア・カリキュラムの策定について
③ その他
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１．薬剤師確保
２．薬剤師資質向上
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「薬剤師確保のための調査・検討事業（令和３年度予算事業）」（背景・目的）

少子高齢化のさらなる進行や、今後人口減少地域が増大することが予測される中で、人口構造の変化や地域の実情に応じた医薬品提供
体制を確保することが求められている。これまで薬剤師の需給調査に関しては、厚生労働行政推進調査事業費補助金（平成31年3月）
「薬剤師の需給動向の予測および薬剤師の専門性確保に必要な研修内容等に関する研究」（分担研究者：長谷川洋一・名城大学薬学部教
授）及び令和２年度「薬剤師の需給動向把握事業」が実施されているが、これらの結果では薬剤師に地域偏在があることが指摘されてい
る。また、病院団体をはじめとした関係団体等からは、薬剤師が不足しており確保が困難な状況であることから、薬剤師の養成・確保及
び勤務環境の改善を促進するとともに、地域の偏在について早急に改善策を講じ、地域の実情に即した保健医療体制を構築することなど
の要望がこれまであげられているところである。
このような要望に対して、都道府県では地域偏在の解消や薬剤師の確保に向けた方策等を検討することが求められており、地域医療介

護総合確保基金を活用した対応などの取組を講じているが、各地域での需給動向に応じた対応を行うことが必要であり、対応策を検討す
る上での参考になる情報や偏在状況を把握する上での指標が少なく、都道府県ごとに取組状況が異なるため、全国的に効果的な対応が十
分に実施できていない状況である。

背景

目的

本事業では、各都道府県における薬剤師確保のための取組事例を収集するとともに、薬剤師の地域偏在の状況・課題を整理し、地域
偏在に対応するための方策等を調査・検討することにより、今後の医薬品提供体制の確保に繋げることを目的とする。

少子高齢化の進行

人口減少地域の増大

社会情勢

上記に対応した

医薬品提供体制の確保
が必要

既存研究で

薬剤師の地域偏在
が指摘されている

問題意識と対応策

病院団体等から

薬剤師不足・確保困難
が指摘されている

対応策

都道府県では、

基金活用
などの対応
が行われている

効果的な対応が十分に
実施できていない

本事業の目的

→個々の病院の課題ではなく、
地域課題として取り扱う

→体制の一員である薬剤師が必要である

調
査
（Ａ
）

今後の
検討対応に必要な

情報不足
等

対応上の問題

検討材料
としての情報

現場がすぐに
活用できる情報

地域偏在への
対応の方向性

を検討
(Ｃ）

各地域における

需給・偏在等の
データ整理

(Ｂ）
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「薬剤師確保のための調査・検討事業（令和３年度予算事業）」（実施事項）

地域偏在へ対応するための方策の検討(Ｃ）

薬剤師の地域偏在の状況と課題の把握(Ｂ）調査（Ａ）

各都道府県における今後の地域偏在解消のための方策等
について一定の方向性を示す

（機械化、ICT 化等の業務効率化も考慮する）

薬学部

薬学生

都道府県、都道府県薬剤師会、都道府県病院薬剤師会 「医師・歯科医師・
薬剤師統計」の解析

結果

「薬剤師の需給動向把
握事業」の解析結果

地域偏在状況の分析・把握、地域偏在解消のための課題把握

各主体における薬剤師確保の取組にかかる調査

他の医療従事者（医師、看護師）の確保の取組にかかる調査

就職
意向

就職
動向

病院薬剤師

病院 薬局

薬局薬剤師

現勤務先に就職した決定要因
転職・転勤希望、職場に望む改善点

薬剤師の充足状況
薬剤師確保の取組・予算・実施期間・効果

職業紹介業者
等

求職
動向

転職
動向

都道府県内における薬剤師の充足状況
薬剤師確保の取組・予算・実施期間・効果

都道府県内における地域医療介護総合確保基金を活用した取組等
※場合により、関係団体（例：日本看護協会）へのヒアリング実施

青字：調査事項

記号：前頁の図に付した記号と同様

左記
結果
を
活用

上記結果を
活用

上記結果を
活用

左記
結果
を
活用

※大学（薬学部・薬科大学）および
薬学生への調査は、別事業の調査
結果を活用するため、本事業では
調査しない。
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「地域における効果的な薬剤師確保の取組に関する調査研究（令和 3～ 4年度厚生労働
行政推進調査事業）」（研究代表者：帝京大学薬学部特任教授 安原眞人）

研究目的

薬剤師確保のための行政機関や関係団体の対応の現状を把握するとともに、魅力のある薬剤師
のキャリア形成プログラムの検討等を通して、効果的な薬剤師確保に資する取組について調査等
を行う。

研究計画

＜令和３年度＞

 地方自治体や関係団体等における薬剤師確保の取組のほか、薬学実務実習、薬剤師の卒後教育、

認定・専門薬剤師制度、医師確保策の現状等の調査等の実施。

 薬剤師の偏在に関連する要因、関係性を明らかにすることを目的に、薬学部・薬科大学、薬学生

を対象としたアンケート調査を実施

＜令和４年度＞

 薬剤師のキャリア形成プログラムのとりまとめ、その他、地方自治体、大学、医療機関・薬局等

が連携して行う薬剤師確保に関する取組の提言

 薬学部・薬科大学：薬学生の進路の種類と地域性、業態別求人状況と地域性、実務実習地域との関係、大学の就職支
援策（特に薬剤師偏在解消への取組等）等

 薬学生（5・6年生）：就職（希望）先や就職先の決定要因、奨学金の受給、薬剤師の地域偏在や従事先業態の偏在
に係る認識等
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地域医療介護総合確保基金（概要）

8

国

消費税財源活用

市
町
村

市町村計画

（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画

(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３
（Ⅰ-2 については国10/10）

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

交付
提出

交付
提出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を

踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施

国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

Ⅰ-１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

Ⅰ-２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業

令和３年度予算額：公費で2,003億円
（医療分 1,179億円、介護分 824億円）



地域医療介護総合確保基金（医療分）の対象事業の取扱い

事業区分Ⅳ

標準事業例「48 地域包括ケアの拠点となる病院・薬局における薬剤師の確保支援」

地域薬剤師会において、求職希望の薬剤師の氏名、勤務希望地域、勤務条件などを登録し、薬剤師の確保が

困難な、地域包括ケア等を担う病院・薬局からの求めに対して、周辺地域に勤務する薬剤師の緊急派遣などの

協議・調整を行うための体制整備を支援する。

「地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師修学資

金貸与事業の取扱いについて」において、具体的な要

件及び基本的な考え方を周知。

（令和3年12月24日付厚生労働省医政局地域医療計画課、同省

医薬・生活衛生局総務課連名事務連絡）

薬剤師修学資金貸与事業を行うために必要な経費（都

道府県が認めた薬剤師が不足する地域に所在する医療

機関等を勤務地として、一定期間の勤務を修学資金返

済義務免除要件としているものに限る）

（「地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る標準事業例の

取扱いについて」（令和3年2月19日付医政地発0219第1号厚生

労働省医政局地域医療計画課長通知）

地域における病院薬剤師の安定的な確保を目的として、

都道府県が指定する病院（薬剤師の偏在状況や充足状況

等を踏まえ薬剤師が不足とされている地域・医療機関に

限る）へ期間を定めて薬剤師派遣を行うための経費

（「地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る標準事業例の取

扱いについて」（令和3年9月28日付医政地発0928第1号厚生労働

省医政局地域医療計画課長通知）

事業区分Ⅳに関連する基金の対象して差し支えない経費として以下を明示
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１．薬剤師確保
２．薬剤師資質向上
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研究の目的 研究計画・方法 期待される効果

卒後研修に関するカリキュラムの考え方の作成
・卒後研修の実態、ニーズ、効果などを踏まえ、今後の卒後研修で
必要とされるカリキュラムの考え方をとりまとめる（3年目）

卒後研修に関するシンポジウム開催
・今後の薬剤師に求められる機能・役割を踏まえ、今後の卒後研修
の考え方に関るシンポジウムを開催する（3年目）

社会的
背景

• 薬物療法の高度化・

複雑化

• 少子高齢社会

• 薬局機能の見直し

薬剤師
卒後研
修の問

題

• 法的規則なし

• 職場独自のOJT研修

• 多様なレジデント制度

• 実態・ニーズ・効果？

研究
目的

• 卒後研修の実態把握
• 卒後研修制度の課題の
明確化

研究協力・支援体制
日本病院薬剤師会・日本薬剤師会・日本薬剤師レジデント制度研究会

1. レジデント制度の
実態把握

2. 卒後研修体制の整
備・構築に向けた
課題の明確化

3. 薬学部生の進路選
択等への活用

4. 卒後研修の基本理
念と標準カリキュ
ラムの作成

5. 若手薬剤師の臨床
能力の向上と均質
化

欧米における

卒後研修の

現地調査

レジデント制度

の自己評価・

相互チェック

医療機関・薬学

生・レジデント・

若手薬剤師への

アンケート調査

•米国レジデン
ト制度の現地
調査（1年目）

•欧州の卒後研
修の現地調査
（2年目）

• 自己評価・相互
チェック体制の
整備（1年目）

• 自己評価・相互
チェックの実施
（2－3年目）

• 卒後研修の実態
（1年目）

• 薬学生の認知度
• 若手薬剤師の
ニーズ

• 卒後研修の効果
（2年目）

「薬剤師の卒後研修カリキュラムの調査研究（令和 1～ 3年度厚生労働行政推進調査
事業）」（研究代表者：山田清文 名古屋大学医学部附属病院教授）
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「卒後臨床研修の効果的な実施のための調査検討事業（R3年度予算事業）」

• 近年のチーム医療の進展や薬物療法の高度化・複雑化等に対応するため、臨床での実践的な対応が必要で

あることから、薬剤師免許取得後に医療機関等における実地研修（以下「卒後研修」という。）の充実が求め

られている。

• 「薬剤師の卒後研修カリキュラムの調査研究」※（以下「調査研究」という。）によると、大学病院等では独自の

カリキュラムで卒後研修が実施されているが、その実施内容や養成する薬剤師は様々であり、卒後研修で必要と

されるカリキュラムの考え方が存在せず、卒後研修が効果的に実施できていないことが課題としてあげられている

※厚生労働行政推進調査事業費補助金「薬剤師の卒後研修カリキュラムの調査研究」（研究代表者：山田清文）

背景

事業内容

• 厚生労働行政推進調査事業でとりまとめた「薬剤師の卒後研修プログラム（案）」を踏まえ、医療機関等（８

か所）において卒後研修をモデル事業として実施。

（実施施設）北海道ブロック：北海道大学病院、東北ブロック：秋田大学医学部附属病院、関東・甲信越ブロック：千葉大学医学部附属病院、

東海・北陸ブロック：名古屋大学医学部附属病院、近畿ブロック：神戸市立医療センター中央市民病院、中国ブロック：倉敷中央病院、

四国ブロック：近森病院、九州・沖縄ブロック：福岡大学病院

• 具体的には、各地域において卒後臨床研修プログラムを策定し、薬剤師免許取得後の薬剤師を対象に、同プ

ログラムに基づいて医療機関等における卒後臨床研修を実施し、卒後教育の在り方、卒前と卒後教育の効果

的な連携の在り方等について調査・検討を行う。
12



年度
R3年度

（2021年度）
R4年度

（2022年度）
R5年度

（2023年度）
R6年度

（2024年度）

＜薬剤師確保＞
●薬剤師の確保を含め、偏在を解
消するための方策の検討

＜薬剤師資質向上＞
●薬剤師の資質向上（卒後研修）

＜薬剤師の養成・教育＞
（文科省にて検討）

●養成（入学定員）
●薬学教育（カリキュラム、教員、卒業
までの対応）

令和3年度予算事業 令和４年度予算事業（予定）

薬剤師確保の取組事例・効果、偏在
状況・要因等の調査

薬剤師の業務実態等の把握・分析、偏在状況等が把握
可能な指標等の検討

厚生労働科学研究
「地域における効果的な薬剤師確保の取り組みに関する調査研究」

前年度までの成果を踏まえ、必要な対応を検討・実施

令和3年度予算事業 令和４年度予算事業（予定）

厚生労働科学研究
「薬剤師の卒後研修カリキュラムの調査研究」

前年度までの成果を踏まえ、必要な対応を検討・実施
モデル事業の実施、課題抽出、解決
策等の検討

モデル事業の実施、卒後研修のあり方について検討・
とりまとめ

周知期間

〇
改訂コアカリ決定

新コアカリ適用

「薬学系人材養成の在り方に関する検討会」

「薬学部教育の質保証専門小委員会」

〇
質保証意見とりまとめ

「コアカリ※改訂に関する専門研究委員会」
※コアカリ：薬学教育モデル・コアカリキュラム

○ 薬剤師検討会のとりまとめのうち「薬剤師確保」及び「薬剤師資質向上」については、厚生労働省の予算事業
及び厚労科研等で対応。

○ 一方、「薬剤師の養成・教育」については、文部科学省の「薬学系人材養成の在り方に関する検討会」等にお
いて検討を実施。

13

薬剤師検討会とりまとめを受けた今後の検討（案）
～薬剤師確保・卒後研修、薬剤師の養成・教育～


